
総務省承認 №
承認期限　平成　年　月　日まで

記入担当者

所在地 所属課名

企業名 電話番号

氏名

１　この調査票に記入された事項については、個別企業の秘密を守り、統計以外の目的に用
いることは絶対にありませんので ありのままをご記入ください

企業一連番号 産業分類番号都道府県番号

調査にあたって

宛名の所在地、貴企業名に誤りがある場合には赤
色ボールペン等で訂正してください。

平成２０年度能力開発基本調査（企業票）

秘

厚生労働省

プレプリント

（所在地、企業名、都道府県番号、

企業一連番号、産業分類番号）

－1－

２

３　特にことわりのないかぎり、平成20年10月１日現在の状況について記入してください。

４

５

６

７

【委託先】

厚生労働省職業能力開発局総務課基盤整備室　企画調整係

〒100-8916 東京都千代田区霞が関１－２－２　中央合同庁舎第５号館

電話番号 03-5253-1111 内線 5601

　特にことわりのないかぎり、該当する選択肢を１つ選び番号を◯で囲んでください。

調査のお問合せ：

調 査 主 体 ：

　文中で数字（
１）、２）

…）を付している単語には、その説明を設問の近くに載せまし
た。ご参照ください。

　調査票の内容などにご不明な点がありましたら、下記までお問い合わせください。

いることは絶対にありませんので、ありのままをご記入ください。

　この調査票は、企業を調査単位としております。本社以外に支社、工場及び営業所など
の事業所があれば、それらも含めて回答してください。

　記入が終わりましたら、同封の封筒（切手不要）で平成  年  月  日までにご返送くだ
さい。
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Ⅰ 貴企業の概要について

(平成20年10月1日現在）。

１）常用労働者

貴企業に直接雇用されている労働者で以下のどちらかに該当

する労働者をいいます。

千 人 千 人 なお、別企業に出向している者は含めないでください。

①　期間を定めずに、又は１か月を超える期間を定めて雇わ

れている者

②　臨時又は日雇労働者で、調査日前の2か月の各月にそれぞ

れ18日以上雇われた者

２）正社員

常用労働者のうち、雇用期間の定めのない者であって、パートタイム労働者などを除いた、

いわゆる正社員をいいます。
３）非正社員

常用労働者のうち、上記正社員以外の人をいいます（「嘱託」、「契約社員」、「パートタ

イム労働者」又はそれに近い名称で呼ばれている人など）。

問２

（１）貴企業の平成19年度の売上高、経常利益はいくらでしたか。決算が年度（4月1日を始期と

する1年間）ごとでない場合は直近の事業年度の売上高、経常利益を記入してください。

正社員 非正社員

常用労働者数

問１ 貴企業の常用労働者
１）

の人数を正社員
２）

・非正社員
３）

に分けて記入してください
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する1年間）ごとでない場合は直近の事業年度の売上高、経常利益を記入してください。

経常利益が負の場合「－」を記入

億 万円 ↓ 億 万円

（２）貴企業の売上高、経常利益の状況は、平成16年度（３年前）と平成19年度を比較してどう

なっていますか。それぞれ該当するもの一つに○をつけてください。

問３　貴企業の労働生産性
１）

について、同業･同規模の他社と比べてどのように思いますか。現
在の状況について、該当するもの一つに○をつけてください。

１）労働生産性

売上高 経常利益

平成19年度 平成19年度

高い やや高い どちらともいえない 低い

１

やや減少した

２ ３ ４

経常利益

５

やや低い

１ ２ ３

増加した やや増加した 横ばい 減少した

５

１ ２ ３ ４ ５

４売上高

労働生産性とは、労働者一人当たりが生み出している付加価値額のことをいいます。
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Ⅱ ＯＦＦ－ＪＴ及び自己啓発支援に支出した費用について

問４　貴企業が平成19年度に実施した、ＯＦＦ－ＪＴ
１）

及び自己啓発
２）

支援に支出した総額は

いくらですか（費用をかけていない場合は０を記入し問５へ進んでください。）。

億 万円 億 万円

平成19年度のＯＦＦ－ＪＴに係る費用について、その内訳はどのようになっていますか。

全体を100%としたときの、概ねの割合を記入してください。

（費用をかけていない場合は０を記入してください。）

平成19年度

社内の施設設備費・管理費（社内の研修施設及び教育訓練部門の建物の減価償却
費 光熱費 賃貸料 備品費など）

社内の人件費（社内の研修施設および教育訓練部門の社員の給与・手当てなど）

社外に支払う人件費（社内の研修における社外の講師・指導員の謝金など）

ＯＦＦ－ＪＴ 自己啓発支援

平成19年度
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1）ＯＦＦ－ＪＴ

業務命令に基づき、通常の仕事を一時的に離れて行う教育訓練（研修）のことをいい、例え

ば、社内で実施（労働者を１ヵ所に集合させて実施する集合訓練など）や、社外で実施（業

界団体や民間の教育訓練機関など社外の機関が実施する教育訓練に労働者を派遣することな

ど）が、これに含まれます。

2）自己啓発

労働者が職業生活を継続するために行う、職業に関する能力を自発的に開発し、向上させる

ための活動をいいます（職業に関係ない趣味、娯楽、スポーツ健康増進等のためのものは含

みません。）。

教材費（教育訓練に使用する教材費、教材の開発費など）

費、光熱費、賃貸料、備品費など）

社外に支払う施設使用料（社内の研修における社外の施設・設備の借り上げ金、共
同施設の管理費・利用費など）

％

研修委託費、参加費（教育訓練全てを外部機関に委託した場合の費用、社外セミ
ナーの参加費、国内外留学費用など）

その他

合計 １００
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Ⅲ 能力開発の方向付けについて

問５　労働者に対する貴企業の能力開発の方向付けは、次にあげるＡとＢのどちらに近いです

か。現在の方向付けと今後の方向付けのそれぞれについて、正社員、非正社員別に○をつ

けてください。

正社員

Ａ：企業の責任

Ｂ：労働者個人の責任

正社員
は在籍
してい
ない

４２

Ｂ：企業負担

Ａ：本人負担

２ ３ ４１

現在

４２ ３

３

５

４

ＢであるＢに近い

①
３

現在

④

労働者の能力開発の投資は

③
Ａ：選抜した労働者

Ｂ：労働者全体

Ａ：本社等

Ｂ：事業部、事業所等のライン部門

⑤

２

４２

１

１

１

労働者の能力開発は

②

現在

今後

現在

１

今後

今後 １

３

今後 １

今後 １

４

２
重視する教育訓練は

Ａ：ＯＪＴ
１）

Ｂ：ＯＦＦ－ＪＴ

４１ ２ ３

３

４

４１ ２ ３

３２

現在

３ ４

どこが主導する教育
訓練を重視するか

どの範囲の労働者の能力を高
める教育訓練を重視するか ２

能力開発の方向付け Ａである Ａに近い
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非正社員

Ａ：企業の責任

Ｂ：労働者個人の責任

１）ＯＪＴ

日常の業務に就きながら行われる教育訓練のことをいいます。直接の上司が、業務の中で

５

Ｂである

３ ４

１ ２ ３ ４
⑥

Ａに近い

１ ２

Ｂに近い

２

現在 １
教育訓練の実施は

Ａ：外部委託・ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ

Ｂ：社内

２ ３ ４

今後

２ ３ ４

今後 １ ２ ３ ４
⑤

現在 １
重視する教育訓練は

Ａ：ＯＪＴ

Ｂ：ＯＦＦ－ＪＴ

４

今後 １ ２ ３ ４

１
④

現在 ２ ３どこが主導する教育
訓練を重視するか

Ａ：本社等

Ｂ：事業部、事業所等のライン部門

２ ３ ４

今後 １ ２ ３ ４
③

現在 １

現在 １

どの範囲の労働者の能力を高
める教育訓練を重視するか

１
②

今後
労働者の能力開発の投資は

①

２ ３

２ ４

４

３

⑥

非正社
員は在
籍して
いない

３ ４

能力開発の方向付け

今後

Ａ：外部委託・ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ

Ｂ：社内
教育訓練の実施は

現在 １ ２

今後 １ ２Ｂ：ＯＦＦ ＪＴ

労働者の能力開発は

Ｂ：労働者全体

Ａ：選抜した労働者

１

現在 １

Ａである

Ａ：本人負担

Ｂ：企業負担

今後

３ ４

３ ４

３ ４

２

作業方法等について、部下に指導することなどがこれにあたります。

質問は以上です。ご協力ありがとうございました。
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